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社会主義経済に恥ける耐久消費財の

価格，品質むよび取引税骨

一一1970年代ポーランドの家庭用電気冷蔵庫の場合一一

第3号第32巻経済学研究

雄出野土口

目次

はじめに

1970年代ポーラシドにおける消費財小売価格および取引税

へドニック・アプローチ

家庭用電気冷蔵庫による具体例

おわりに

I

E

E

W

V

 

筆者は前稿において， 1970年代ポーランド政府が社会政策的観点から，食

肉に代表される基礎的食料品の小売価格を極度の低水準に固定していたこと

を明らかにした。そのために農民からの食肉買付価格が小売価格を大幅に上

回り，膨大な、食管会計の赤字、を余儀なくされていることは前稿で、述べた

めじ』まI 

しかしながら国家財政の観点、から問題をみれば，農産物に対す通りである。

る補助金という形で支出された金額は，何らかの形で補填されているはずで

ある。むろん農産物補助金という歳出が，いかなる財源による歳入によって

補填されているかという問題の立てかたは意味がなし、。国家財政における特

教〉本稿の作成過程で筑波大学太田誠助教授より有益な助言を受けた。また本稿の草稿

を本学スラブ研究セγターで発表した際，参加者よりいくつかのコメシトを受け

た。数値計算については本学経済学部嶺野辛子助手の協力を得た。記してここに感

謝の意を表する。いうまでもなく残存するかもしれない誤りは筆者の責に帰する。
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定の議出が特控の歳入によってまかなわれるということ 経済に

おいてもありえなし、からである。だが多くのポ{ランド市民が惑じているよ

うに，家庭用電気製品や自動率などの総久消費財に諜せられている取引税

(podat位。brotowy)とし、う名百 という、ムチ、が，農産物議斡

金支出という、アメ、のメダソレの裏側であるとLザ認識は，関憾の東欧研究

者の鰐でも一般的である。そしてこのことは.1970年代ポーランドの経済計

よっても，非常にあいまいな表現ではあるが指摘されてい
川

刷

。吋ハ
V

訴す久消費財に対す i税の制度的な税務はポーラ γ ドで出販される文献

の中に見い出すことができるが，その詐室主総額閣は筆者の知る怒り公表され

ていなし、。そして離久消費財小発部格の中で製議際{簡が占める割合は半分に

ぎず，残りの半分は国家に吸い上町られているという説が，ポーランド罰

さやかれ，拡く{言じられてきた。しかしこの説を裏づけ

ポーランド滋内はもとより，議鋪研究者によっても，筆者の知;:s

眠り全く行なわれていない。

本積の第一の閥的は，ポーランドにおける家臨鶏環気冷蔵庫を到にとっ

て，この読を主義づけることにある。本稿では，家路F帯電気冷蔵時小売鏑格の

うち半分あるいはそれ以上が広L 爵家財政に吸い上げられていると

いうことな計量的に明らかにする。

本摘では，もっぱら 1970年伐の消費財小苑楠格政策を問題と

年代のポーランドは経済的には去っの時期に誌分ずること

続法改革が導入される 1973年までであり，

るカ~， 1970 

る。第一は

りが関

なっTこ1977 ろまでであり， と破局の時期で

ある。そして本請でいう 1970年代とは，厳綴には上記の第二二の時窮，すなわ

ち1973年より 1976年てまでを指しているO

1973年広滋入三まれた経済改革は広範還にわたっており，当然， r湾饗財小売
価格政策と取引税決定方式にも及んでいた。本稿立で詳述するが， 1970 

後半にポーランドで出版された多くの文献は， r取引説制度は吉し、方式から
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新しい方式へと移行されつつある」と述べている。しかし本稿の分析の結果

はこれらの記述と反するものとなり，家庭用冷電気蔵庫の場合，あいかわら

ず古い方式によって取引税が決定されていたとする結論が提出される。

1980年の政治的変動以降， ポーランド国内では， 1970年代の経済改革が

不十分ないし誤っていたとLづ批判が公然と印刷されるようになった。本稿

の第二の目的は，家庭用電気冷蔵庫における取引税の場合，経済改革は不十

分であり古心方式によって取引税が決定されていたことを示すことである。

本稿では分析の手法として所謂へドニック・アプローチを採用する。ヘド

ニツグ・アプローチとは，資本主義経済における消費財市場価格をその製品

がもっている属性から説明しようとする手法であるが，この手法を社会主義

経済において使用する際の留意点が皿で述べられる。 Wにおいて家庭用電気

冷蔵庫の実証データを検討した後，いくつかの結論を提出する。

1) 1"待ち行列の所得再分配効果」研究年報経済学第41巻，第4号。

2)国家計画委員会副議長であった J.Pajestkaは次のように述べている。 i(新製品，

ぜいたく品，流行新型商品に対する高価格の適用は一一引用者補〕基礎的製品の価

格高騰を防止するものである。JPajestka C7J p. 94. 
3)広い意味での国家財政とし、う言葉は本稿のEおよびWで説明される。

II 1970年代ポーランドにおける消費財小売価格
および取引税

社会主義経済における消費財の価格という時，消費者にとっての価格と生

産者にとっての価格を峻別することが重要である。前者は消費者が意志決定

を行う際のパラメーターとして考えられ，後者は生産者が意志決定を行う際

のパラメーターとして考えられる。後者は中央計画当局が設定する経済計画

に合致するような生産計画を各企業がたてるように生産者を誘導する役目を

持ち，物量計画方式から所謂利潤原理方式へと転換するに際して重要視され

るようになった概念である。前者は，伝統的かつ保守的な経済学者の考えに

よれば， fC中央計画当局によって一一引用者補)予測設定された消費パター

ンに需要が一致すべく市場バランスが達成されるように設定される。」そし
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てこの両者が完全に分離されている時，消費者の選好は生産計画に何らの影

響も及ぼさず， J. Lipinski (3)の言葉を借りれば「消費者主権の欠如」が生

じる:この消費者主権の欠如を補うことが，国73年に導入された消費財小売

価格と取引税とにおける経済改革の主要な目的であったと考えることができ

る。

まず伝統的な取引税による小売価格設定方式を紹介する。本稿では社会主

義経済の租税制度を検討することが目的ではないから，可能な限り簡略化し

て定式化すれば次のようになる。

C十π+M+T=P.........…(1)

ここで C:製造原価

π:利潤

M:商業マージン

T:取引税

p:小売価格

原価と商業マージンについては租税政策の変更によって大きな影響は受け

ないと考えられる。また利潤については，原価の一定部分を上乗せするとい

う形で利潤の獲得が保証されている。資本主義経済で、は，上述の (1)の恒等式

に現われる利潤以外の 4つの変数がまず決まり，次に支出と収入の差額とい

う形で利潤が決定されるが，社会主義経済においては全く異なる形で利潤が

決定されているのである。すなわち計画当局が妥当と思われる製造原価(計

画原価または標準原価と呼ばれる)を算定し，その標準原価のうち賃金部分

についてはその 20%を利潤として保証し，賃金部分を除く標準原価について

はその8%を利潤として保証するという形で利潤総額が計算される。従って

利潤 (π)についても租税制度の影響を受けないし，さらに重要なことは小売

価格の水準すら利潤額に影響を与えないということである。

従って問題は取引税 (T)と小売価格 (P)の関係にしぼられるわけである。

取引税は英語には turnovertaxと訳されているため，取引税は製造原価の一

定割合として決定されると理解されることが多いが，この理解は社会主義経



社会主義経済における溺久消費財の
側格，品号室および綴ヲ!税 吉野 73 (613) 

る。伝統的な取引税とは主義}]Ij取引税制震 (system主的nicowany

pod設tkuobrotowego)と呼ばれるものであり，これは財政当罵が俄灘高品そ

れぞれに盗意的に取引税を課するもので，その取引税額と霊長端康屈との簡に

は向らの関館も しなし、。そして本稿iで示陵したように，ぜいたく品や

新製品に対して高額の取引税が諜せられるのである。そしてこの高額の差別

取引税の根拠としては，議穫釣な諮費財の栢擦を安定させ，かつ，ぜいたく

品や新製品に対する需饗を限られた供給に一致さ吃るということがあぜられ

惨ごし、{)o

このような差刻耳元引税鋭惑は消費者の選妻子と金業の生産計爾を分離するも

のであるという反省のもとに 1973年より導入されはじめたのがよ七本取引税

(syst母mprocentowych stawek podatku obrotowego)である。これは小

予苦悩格から商業マージンを引いた額(これは引さ渡し錨格 (cenazbytu)と

呼ばれる〉の一定詑率を取引税として議室収しようとするものである。この比

率は封の種類ごとに奥なり，一つの企業が持撞類もの製品(1例えばラジオと

と闘転車)な製造している場合は，それぞれの財グル{プごと

る比率が適用される。…つの食業の韻製品に対して 30もの異なる比率が適用

されている場合さえあるO しかし持一商品群(例えば冷蔵庫という商品群〉

に襲する財については詞ーの比率が適用される。

この方式によって小売能格と製造療部とは関連づけられることになるので

あるが，さらに諮費者の選好と企業の生産計画が際連づけられるためには，

J. Lipinskiが指摘するように，企業が生産量を自由に変更できる可能性がな

ければならなし、すなわち市場で超過需要が生じた場合は，企議はすみやか

させることができなければならないの‘である。しかるに 1970

年代のぷ…ラ γ ドにあってtえ各産業の基本的な投資はすべて党政治局の盗

窓的な決定に笹されていたから，刻えばカラ…テレビ，自動車，冷蔵庫，洗

濯讃など議饗の大ぎな財の生産を企業が自由に増大させることはできなかっ

たのである。この点にこそ取引税における経済改革が不十分に終った原霞が

あると考える。 1970年代末に出版された文献において， この比率取引
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税制度が用いられる場合でもそれが単独で、用いられることはほとんどなく，

他の製品との比較による方式〈達関方式)や，需給パラシスに基づく方式

を併用して小売fiIIi格が決定されていると述べられている。

家路用耐久消費財に対する国民の警警惑を十分に満たすだけの生産設備投資

を行なわなかった 1970年代ポ…ランドにあって， 冷車薬j撃などの欝久消費財

に対する取引税課税が，あい変わらず臨絵均衡と欝源確保とをど第一践的とし

て行なわれていたことは容易に恕像がつくことであろう。

1973年に導入された経済改革が行き詰ったことはすでに述べたが，その行

き詰りを打開すべく，技術卒新と新襲品開発に対して企業のインセンティブ

を向けるために， 1977年より f新製品鑓格Jとしづ制度が新らたに導入され

た。これによって新磯事訟をもっ製品に対しては企業に追加科講を保諒し，企

業に活力安導入することが意図されたのである。

新製品の認定 (Qマーク〉会受けた製品に対しては次のニ通りの方式で小

売錨絡が決定される。

(む十π)剛トM+D==P.場 a・・・刷.. . . ~…・・・ (2)

(C令交十T)→-M十D誌 P・M ・..…一幹)

(2)式においては通常の取引税は全く諜ぜられておらず，小先鍾格 (P)か

ら療面(C)，科潤(11:)および蕗業マージン (M)を差し引いたものがの)と

して妻美る。小売縮格はもっぱら市場での需j拾をバランスさせるように決定さ

れるので，高水準となる。 (D)のうち70%は租税として富家財政に繰り入れ

られ，最大10%までは商業部門に特震予当として支払われることができ，残

り，つ変り (D)の20%ないし30%は追加利潤として企業が受け取る。

(3)式においては，まず取引税な諜した上で，さらに小売偶格(めと (C

十1!'+T十五め との義者貨を求め，その差額 (D)拭 (2)式の場合と詞;様に分配

される。(3)式の場合も小売鐸格は需要と供給が一致するように定められる。

いずれの場合においても， コストの20%と地のコストの8%とい

う藤準科j簡を受け取った上に，更に (D)の20%ないし30%という通知利潤

を受け取ることができるわけである。この追加利潤は労織者の濃加報酬〔プ
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レミアム)や自己資金による投資に向けられるわけであるが，これらの金額

は経済改革以前であれば国家財政によって支出されていたわけであるから，

追加利潤あるいは商業部門追加手当は一度国家財政に繰り込まれた後，もう

一度同じ企業に支出されたと理解することができる。すなわち厳密な意味で、

国家財政に繰り込まれるのは (D)のうち 70%だけであるが，広い意味での

国家財政に繰り込まれるのは (D)全額であると理解することができる。

新製品価格制度，特に (2)式のような価格設定が導入された場合，厳密な

意味で、国家財政に繰り込まれる額 (Dの70%)であれ，広い意味での国家財

政に繰り込まれる額 (D全額)であれ，製造原価とは何らの比例関係をもた

ず， 1973年に導入された比率取引税制度は 1977年に至って制度的にも否定

されたということがこれで明らかになった。またこの制度の導入は，良質の

耐久消費財の場合のように常に高い水準の需要が存在するような財にあって

は，価格は需給バランスを保証するように設定されなければならず，比率取

引税制度が機能しえなかったことの追認であると理解することができる。

しかし反面，この新製品価格制度が小売価格と生産者利潤を連関させ，そ

のことにより消費者の選好と企業の意志決定を結びつけるとし、う積極的な意

図をもっていることは評価しでもよいと考える

本稿Nにおいて，新製品価格制度が導入される以前の 1976年の段階でも，

家庭用電気冷蔵庫の場合，比率取引税制度が適用されていなかったというこ

とを計量的に推論する。新製品価格制度が導入される以前であるから， (1) 

式を推定方程式の基本とする。

1)この見解はほとんどすべてのポーラシドの経済学者に共通している。代表的なもの

として].Lipinski (3J pp 218-219を挙げておく。

2) Minc C5J pp. 180-181. 

3) Lipinski C3J p. 219. 

4) Pruss r8J p. 49. 

5) Miastkowski C 4J pp. 108-109 

6) Pruss (8J p. 93. 

7) Lipinski C3J p. 219. 

8) Pruss (8J p. 96 
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9)新製品価格については Kincel(2J が詳しいのヨ是認文総としては Cholewicka~~

Go泌zik(lJが務単な紹介を行っている。

I ヘドニック・アプロ…チ

本稿で誌へドニ y ク・アプ摂{チ〈特性接近法〉を卦;新手法として用い

る。本稿はへドニック・アプロ…チそのものに対して現論的貢献を意留した

ものではない。しかしヘドニック・アプローチがわが留ではあまり広く知ら

れているとは言えないので，本筋で憧挙な紹介を行う。そしてヘドニック・

アプ口…チを社会主藤軽請に適用する場合の留怒点を浦ベる。

ヘドニヅタ・アプP…チは 1960年代以降，新しい龍費者理論のひとつと

して発展した。従来の消費者理論では，活費者はひとつの窓(例えばひとつ

のりんごや一合の自動車〉に対して効用を感じ選好女保有すると想、定されて

きた。それに対してヘドユッグ・アプ世…チではひとつの躍の諸特性(供え

ば自動車の速度や加速度，乗りごこち，座諜の広さ，運艇のしやすさ〉に対

してそれぞれ効患者と感じると想定する O 消費者は高い品賞をもっ財に対して

、価格言t支払っても設いと議ずるで三うろうというアイディアのもとに，次

のような方綴式が，はじめは理論的裏づけなしに提出された。

logP口 ao+:Eai Zi 1 
}・・盈・・・(4)

または Pぉ ao十2Jaぬ j 

こここで P: ~誌の小強価格

a.および ai:

Zi:対のもつ諾特性

ここで例えば自動車の務特性などのように計量化するかという開題が生じ

るが，例えば速度あるいは加速度という特性は広ンジンの容盤で代表される

と考えられるし，乗りどこちは自動率の重量によって.席の訴さは議内容

譲によって，連転のしやすさは自動変速装置の有無によって代表されると

えられる。

この狸論はさき初いわば議論抜きの実託研究として出発したが，後になって
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ここで在意しなければならないことは，消費者理論としてのヘドニック・

アプ開…チは資本主義経済での完全競争市場を議援にしているということで

ある。低品費の立すに品賞にみあわない高値務なつければ，そのような財には

、手がつかず，市場から撤退しなければならないであろう。しかし社会主

競争市場という概念すらない。ある財に対して行列や関市場が

成立し，別の財に対しでは製品在庫が究り場にI-U穣みにされるとLみ現象は

日常鱗繁に議警護されるの従って消費者理論としてのヘドニユァク・アプロ…ラト

を社会主義経済に適用するわ汁にはいかなし、。

策者はヌド稿において，生産者憲論としてのヘドニック・アブローチセ採用

る。すなわち太田 (6)によって理論的基礎が与えられた費用関数アブ四

一チな採用する。

費諮関数アブロ{チを一言で・述べれば，高品鷲の製品企製造する

平均生産費用が必要とされるという考え方である。しかし高品賞の特性と高

水準の小措倒格は蹴接には結びつかないということに閣意、する必要がある。

なぜなら，小売{讃格には財の諸特罷だけでなく，原材料額絡の変化，技術革

新，イシフレ毒事による物鑓水準の変動，公業科灘の水準考察も影響な及ぼすか

らで、ある。しかし本識では 1976年という一時点における家露地電気冷議庫

小発露轄を問題にしているのであるし，さらにポーランドでは冷議態安製造

しているのは二教のみであるということも考慮に入れる必要がある。従って，

薮材料鎚格の変化や一般物極水準の変動は徐外できるし，技術革新の程度も

二社の間で大きな差はないと られる。また利潤は費湾要素の 20%ない

し8%を上乗せするという懇で， すなわもマ…クアップ方式で決定されてい

る。このような事情念考臆に入れると，小売価格と財の議特性を連関づける

ヘドニァク方程式は非常に欝単なものになる。ヘドニユック方程式きと提恭する

前に，家ず費用関数を考燦する。製造産融は次のようにして誰定される。

Cご=aQ+::8aj Zi........・...(5)

ここで Zj は冷草案燦の諸特性である。例えば内容積であり， あるいは随筆書



78 (618) 経淡学研究第32巻第3号

霧散装置の有無である。 (5)式から明らかなように韓裂の繋累関数が

れている。 3001 の冷蔵庫~製造するのに， 1001の冷蔵庫と比べて， 3告の

鉄較と 3能のプラスティッタが必要とされるという想定は，明らかに第一次

i創立である。 また製造原舗を説拐するための鰭特性 (Z;)の数は， (令義感の

サンプノレの数に隠りがあるため，誤られた数に押さえなければならないし，

諾特性のデ…タそのものが入手不可能の場合もあるO 能って製造療鱈に，分

析で取り上げる諸特性 (Z;)以外の要素が影響しているぷいうことは大いに

ありうる。それら残余の議特性は， (5)式を推箆式とした場合には，残差誤差

として現れる。

また冷議席を製議するには，その議特性にかかわりなく一定の費用がかか

ることがあるということが考えられる。この壁崩を共通費毘と呼び， (5) 

では定数項 (ao)によって表わされている。共通費用については本稿官で詳

しく論じる。

次に利潤であるが， 1Iで述べたように賃金ファンドの 20克， それ以外の

コストの 8%と利潤が定められているので処還は全く容易である。つまり

20;話番f上乗せしたものを計算賃金とし，他のコストに 8%きと上乗ぜした

ものな計算膝材料襲警として，計算原価を求めれば，結師と科務の合討議が得

られる。

C十π出九十'lJb/z;........・H ・(6)

ここで bQ，bj は定数である。

内容蓑 (Z;)をIl製造するのに鉄薮100gだけが必要で、労{動力は必要ない

という税端な例jを考えると，bl =1. 08a1 という関係が成立することになる。

しかし一般に{却はその工程の労観集約度によって決定される。このような

処理が可能なのは，製造工程において，冷蔵庫各機種ごとによその襲議技術に

大きな差がないこと，つまり労働集約度が共通であることを飯まさしているか

らである。

(1)式と (6)式より次の式が得られるo

P…M日 2Jb;z汁{ん+1')・・……..げ)
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このくわ 、て，次節において家庭用電気冷議庫の癌格をf設定する。

1)線裂の総支程式かま手対数裂の椴7E式かという fのを参照さ

れたい。本稿では，ここで述べているような獄後務理論としてのヘドユック・アブ

Pーチは採用しないからこの問題には論及しない。

2) :*m (6J pp. 211ω215. 

3) Predom Pol乱r社と Sillesia校で、ある。

JV よる具体調

1976年にポーランドで、飯事ぞヌれてい 1表にある

ようにお議種である。そのうち Lぬelはハンガジ…態， Szron 

Minskはソ連裂である。国産品としては PredomPolarが7機議， Sillesia 

が2援護製造している。すべて lドア・タイプの冷蔵庫であり， 1976年の時

点、で誌変だ2ドア・タイプの冷蕗庫は製造されていなかった。これらはすべ

てコンブレッサー裂の，すなわち臼本で、製造されている冷窺態と向

冷蔵康である。能に吸収式という全く異なる原理による家鑑居電気冷蹴療が

数機謹製造さわしているが， rnで述べた通り，分析に際して向ーの製造技術に
よって生産されていると想、定しているため，段i法式の冷蔵庫は除外した。ま

た家庭用冷凍専用康もその龍特遣が家庭用信託気冷議態と大きく奥なるたゐ除

外した。一方，輸入品の冷蔵庫を分析の対象に加えたのは多製造工程，技術，

療材料の相対価格等は東歌諸国聞ではほぼ誇ーであるとの認識に立っている

からである。

まず商業マ…ジγ (M)が4支持であるという場合について措結合行う。こ

の蕗業マ…ジン誌後の段階で大きな密難なく処理される。

提って推定方程式は次のようになる。

P=b1 %1十b2%2十九%十九九十b;%5十%0......……(8)

ここでぬは (7)式の (bo十ず}に相当する。

第一の説明変数仇)は冷蔵態の懇舟容華(リットノレ単位〉である。推定の

結果，この変数が露総務長立で最も大きな態饗を与えていることが分かるO

(x2)は(内容麓)!(外容積)の比である。も 1治スベー
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冷蔵庫に高性能で高価な断熱材が使用されていれば，この変数が高い機種は

高い製造原価をもつことが予想される。第三の変数(ぬ)は (冷凍庫容積)/

(内容積)の比である。この場合の冷凍庫とは， 1ドア・タイプ冷蔵庫の内

部にある製氷室のことであり， -120C までしか温度が低下しないタイプの

ものである。第四の変数(ぬ)は電力節約係数でありパ内容積)/(一日平均消

費電力 kwh)の比率で与えられる。この数値が高ければ省エネルギー型とい

うことになるし，当然高性能のコンプレッサーや高性能の断熱材が使用され

ていることが予想され，価格も高くなると考えられる。また省エネルギー型

の冷蔵庫は電力節約以外にも，さまざまな新しい工夫がなされているであろ

うから，この電力節約係数は本稿の分析で取り上げなかった残余の諸特性の

うち技術革新を併うものを代理していると考えることもできる。すなわち第

一の変数(内容積)が量的な品質を代理しているとすれば，第四の変数(電

力節約係数)は質的な品質を代理していると考えることもできる。第五の変

数(ゐ)は半自動霜取装置の有無を示すダミー変数である。 lが有をOが無を

示す。小売価格 (P)の単位はズロチである。

第1表

機 種 x， X2 X3 P
 

Z
 

4
 
X
 

Sillesia SC 220 220 0.470 O. 193 183.33 l 7800 

Sillesia SC 280 280 0.569 O. 168 233.33 1 9350 

Polar TS 135 135 0.525 O. 140 180.00 1 6800 

Polar TS 175 175 0.563 O. 101 145.83 l 7000 

Polar TS 180 180 0.568 O. 186 225.00 1 7200 

Polar TS 230 230 0.556 0.116 209.09 1 8500 

Polar TS 281 281 0.575 0.092 200. 71 1 9000 

Lehel 150 0.505 0.211 214.29 。 7000 
Polar L 28 125 0.387 0.248 156.25 1 6100 

Polar L 14 160 0.363 0.360 177.78 O 6700 

Minsk 乱111 280 0.571 O. 168 224.00 O 9200 

Minsk M 10 220 0.564 0.218 183.33 O 7800 

Szron 125 0.'402 0.218 130.21 O 6100 

出所， iZycie GospodarczeJ (9Jo 
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計算の結果，次のような推定式が得られた。
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P=15. 888 xl-1983. 8 x2-3567. 3 x3 +8.3321均一140.75 x5 + 4634. 2……(9) 
(1. 2170) (1611.3) (1657.5) (2.5747) (126.70) (858.88) 

R2=0.987 DW上七=2.20

内容積を示す (x1) については非常に大きな説明力をもつことが分かる。

内容積/外容積の比率である (x2)については，有意な意味をもたないという

ことが分かる。このことから省スペース型の冷蔵庫の場合，特に高価な断熱

材等は使用されていないと推定することができる。冷凍庫の大きさを示す

(x3)については有意な意味を見いだせない。 2ドア型の冷蔵庫とは異って，

1ドア型の場合，単に製氷室を大きくとっただけで、原価には大きな影響を与

えなし、からかもしれない。実際，冷凍庫の大きさは原価には無関係で、あると

いう仮説，つまり九=0としづ仮説は95%の有意水準で棄却されない。省電

力を示す(ぬ)については説明力をもつことがわかる。省電力のためには高

性能のコンプレッサーなど高価な電気部品が使用されているためであろう。

またすでに述べたように，省エネルギー型の冷蔵庫には，分析では無視され

た新しい工夫や新しい装置が取り入れられているからかもしれない。半自動

霜取装置を示す (x5)については，説明変数として意味がないことが分かるO

半自動霜取装置自体は原価に大きな影響を与えないからであろう。そして最

後の定数項は非常に大きな説明力をもっ。もし皿で、述べた共通費用がないと

すれば，この定数項は全額，定額税としての取引税と理解されるわけである。

取引税額を推定するためには商業マージシを考慮に入れなければならな

い。 (8)式は，M=Oとし、う仮定のもとに推定されていた。 ところでポーラ

ンドでは商業マージンは小売価格の一定割合として計算される。その商業マ

ージン比率は公表されていない。商業マージン比率は商品の種類ごとに異な

るのは当然であろうが，ひとつの商品分類(例えば冷蔵庫)に対しては同ー

の比率が適用されていると考えてよし、。そしてポーランドの文献に現れる種

々の数値例から 10~ぎないし 15%前後と推測することができる。もし商業マ

ージンが 10%であるとするならば， (P-M) として推定すべき各冷蔵庫の引
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き渡し価格(小売価格から商業マージンを 第2表

ヲI¥，、たもの)は小売価格の 90%となる。こ 商業マージシ|定数項|定数項

の場合には， (8)式の推定式の各係数は単

に，ー率10%減少しただけとなる。

各商業マージン比率に対して，定数項と

定数項が小売価格に占める割合とを計算す

ると第2表のようになる。

比 率I(bo) 甲南耳石面需

103百

12% 

15% 

55.0% 

53. 7% 

51. 9% 

第2表から分かるように，もし共通費用がなければ，冷蔵庫の小売価格の

うち52%ないし55%が取引税として国家財政に繰り入れられていることに

なる。従って問題は共通費用が存在するかしないかということになる。この

こと自体は (8)式の推定式からは何も言えなし、。しかし第2表のように，定

数項が小売価格の 52%ないし 55%を占めるというのは異常な事態であり，共

通費用以外に何らかの理由があるであろうということは明らかである。

次に共通費用の性格を考察する。共通費用として考えられる主要なものは

工場建設費であろう O この費用は，企業が国営銀行からの借り入れという形

で資金を調達し，売り上げの中から国営銀行に返済されていくものである。

従って企業の観点、からではなく，国民経済の観点からみれば，工場建設費の借

り入れと返済は広い意味での国家財政の歳出と歳入と考えることができる。

このように考えれば， 定数項に相当する小売価格の 52%ないし55%は広

い意味で、の国家財政への繰り込みと理解してよいと考える。ただし，そのう

ちどの位が取引税で占められているかについては本稿の分析からは何も分か

らない。しかし，もし仮りに共通費用が小売価格の一割前後であると仮定す

るならば，小売価格の半分近くが取引税によって占められているという結論

が得られる。またもう少し慎重に，共通費用の部分が全く不明であるとして

も，小売価格の半分以上が広い意味で、の国家財政への繰り入れであると結論

することができる。

次に冷蔵庫に対してどのような取引税制度が適用されていたかを検討す

る。 1976年の時点で，考えられる取引税制度は差別取引税制度と比率取引税
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制度であることはすで、に述べた。もし比率取引税制度が導入されていたとし

て，かつ共通費用が全く存在していなかったとすると，取引税は原価に比例

的なものであるということを想定すれば，比率取引税が導入されていたとす

る仮説は，定数項がゼロ， つまりぬ=0とL、う仮説となる。これは 99.9%

の有意水準で強く棄却される。また仮りに 10%や 20%程度の共通費用が存

在していたとしても，比率取引税制度が導入されていたとする仮説は，すな

わち例えば，xo=750とかxo=1，500というような仮説は棄却されることが

予想される。

また定額税としての差別取引税ではなく，定価に比例した機種ごとに異な

る差別取引税が導入されていたとし寸仮説も，その場合の差別取引税は比率

取引税と全く同じになってしまうのであるから，上述の推論と同様にして棄

却される。

従って 1976年における家庭用電気冷蔵庫の場合，あし、かわらず定額税型の

差別取引税制度が適用されていたと結論することができる。このことはEで

述べた制度的側面からの考察を計量的に裏づけるものと言える。

これが本稿が目的とした第二の結論であるO

1)例えば PrussC8J， p. 90， p. 91， p. 93や Kincel[2J， p. 21などの数値例によ

る。

2)比率取引税は引き渡し価格の一定割合として計算される。すなわち

日 (C十π+T)=T

これを解くと，T=三五(C+π)
そして利潤は原価に比例的であるから， π=sCと

おくと T=三五(1吋)C となり比率取引税は原価に比例的なものとなる。
3)この検定は行なわなかったことを断っておく。

V おわりに

本稿では二つのことを明らかにした。第ーは家庭用電気冷蔵庫の小売価格

のうち，半分あるいはそれ以上が広い意味での国家財政に繰り入れられてい
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るということである。第二は 1973年に導入された辻本取引税制度は家総湾電

気冷蔵庫には実繋的には適用されず， 1977年にはじまる新製品鏑格制度に

よって形式的にも比義務取引税制度が谷定されたということである。

本織ではいくつかの復定を導入しているので，それらの援界点なまとめて

おく O 第一?こ，取り上げる藷特性の数が限られていたことで、ある。これ誌ボ

ランドで販売されている冷蔵庫が 13議機しかないというサンプルの数か

らもたらされた制約である。第二に線型の費用関数合叡定したことである。

ージン比率について， --~誌の想定をしたことである。これは冷

蔵庫の商業マ…ジン比率が公表されていないからであるが，想定さ

は妥当なものであること会，ポ…ラ γ ド文識によって裏づけておいた。第闘

に共通費践はすべて工場建設費等の闘定資本設藷であると依定したことであ

る。しかしこの仮定をゆるめても結畿に大きな影響は与えないと考える。

従来， g護保j研究者による社会主義経済分析は経済計調や経済成長等のマク

ロの問題に集中してきた。消費者行動などのミクロの間搬は余り取り上げら

れることもなく，特にその実証的計量的分析は皆無であったといってよい。

本務では，このT…マに取り組むための第一歩として，ポ…ランドにおける

家路用電気冷議庫を取り上げたのである。
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